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1. 2025年 国際博覧会の大阪への誘致の件・・・・・・・2025 日本万国博覧会誘致委員会事務局 

大阪府は、２０２５年の国際博覧会の開催を目指し、誘致活動を始めており、誘致委員会への入会を募集し

ております。大阪と並ぶ２０２５年の他の候補先は、パリ、エカテリンブルグ（ロシア）、バクー（アゼルバ

イジャン）です。パリは既に５年前に誘致団体を設立しており、２０２４年のオリンピックとの相乗効果を狙

っています。大阪は、「いのち輝く未来社会のデザイン」をテーマに、万博会場（夢洲（ゆめしま））と総合型

リゾートとの一体開発を目指しております。 
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中小機構やジェトロ（日本貿易振興機構）など多数の

支援機関で組織し、中小企業に海外展開のワンストップ

支援サービスを提供している「新輸出大国コンソーシア

ム」は８月７日、東京都千代田区の大手町サンケイプラ

ザで、中堅・中小企業海外展開最新事例セミナー「ヒト・

モノ・カネが不足する企業の海外戦略と実行」を開催 

しました。海外展開をためらう中堅・中小企業に一歩を

踏み出すヒントを提供しようと、人材や情報が充足して

いなくても支援を受けて海外に進出している企業紹介

と、これらの企業代表者によるパネルディスカッション

を実施。定員を大幅に上回る約６００人の中小企業経営

者らに専門家の活用などを強く促しました＝写真。 

新輸出大国コンソーシアムには、今年７月２８日時点で１，０９５の機関が参加し、５，５３７社を支援してい

ます。冒頭、セミナーの事務局を務めるジェトロの眞銅竜日郎理事が、主催者を代表して挨拶。「コンソーシアム

というオールジャパンのプラットホームは浸透し始めている。（支援を受けて）従業員の少ない企業も海外に挑ん

でいる」と述べ、スキームの活用を勧めました。基調講演したのは、ジェトロの柴原友範新興国進出支援課課長代

理。コンソーシアムの支援案件のうち、戦略上の不足があっても海外に進出している企業のプロジェクトを紹介し

ました。 

ペット用洗浄機を製造しているターレス（東京都新宿区）は、国内の動物病院などに約１，１００台の納入実績

がある独自のマイクロバブル技術に、野生のスカンクの悪臭被害に遭う飼い犬の洗浄という海外ならではの需要

を見いだし、北米に輸出しました。洗浄効果はヘアサロンでも評価されていることから、ニューヨークに販売拠点

を構える計画です。３１カ国で特許を取得済みで、コピー商品による競合リスクを極小化し、世界展開を目指して

います。 

桜顔酒造（岩手県盛岡市）は、日本食レストランの増加と日本酒の輸出拡大傾向を確認したベトナムに、吟醸酒

などの輸出を始めました。ベトナムが親日国で桜の人気も高いことから、桜をモチーフにしたブランド商品や、店

員向けに日本酒の知識向上セミナーを提案するなど販路拡大に努めています。上下水道の漏水調査が主力の水道

テクニカルサービス（横浜市）は、ＪＩＣＡ（国際協力機構）のプロジェクトでベトナムとインドの行政機関に評

価されたことを足がかりに、漏水の監視システムと技術研修をパッケージ化。生活インフラ整備が遅れている両国

の水道関係機関に提案しています。 

ステアリスト（千葉市）は、空調・給排水設備の設計・施工管理などを主力事業としていますが、ベトナム視察

で生活排水処理施設の需要をつかみ、ビジネスマッチングイベントで勧誘した浄化槽関係企業５社と「隣接異業種

間コラボレーション」を実現しました。同国に合弁会社を設立し、自社だけでは事業化できない浄化槽の製造から

販売・設置・維持管理に至るサービスを展開しています。柴原氏はこれらのケースを踏まえ「国内で差別化しにく

い製品・サービスでも、社外の人材を活用して海外でチャンスを得る企業もある」と述べ、コンソーシアムの専門

家、通訳、現地スタッフの活用など自社の不足を補うさまざまな手段による海外進出を勧めました。 

 

 

 

 

2. 
新輸出大国コンソーシアムがセミナー 

～専門家の活用促す中小企業の海外展開事例紹介～・・・中小企業振興（平成29年９月１日号） 

ジェトロ 新興国進出支援課  
「新輸出大国コンソーシアム」事務局  
URL: https://www.jetro.go.jp/consortium/ 

〒107-6006 東京都港区赤坂 1-12-32 アーク森ビル 
E-mail：conso-support@jetro.go.jp 
サポートホットライン Tel：0120-95-3375（9時～18 時 土日、祝祭日を除く）  
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3. 年金ニュース・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・厚生労働省（平成２９年２月） 
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▶本ニュースに関するご照会・ご意見等は、全中貿事務局 (大洋株式会社内) 鹿内 までお願いします。 

全中貿事務局  TEL/ 06-6443-5810  E-MAIL / zenchubo.jimukyoku@jafta.jp  


